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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　部品供給部から部品を取り出して前記部品を受渡しのために保持する部品受渡しヘッド
と、
　前記部品受渡しヘッドから部品を受け取り、部品実装位置に移動して回路形成体の所定
位置に前記部品を実装する部品実装ヘッドと、
　前記部品実装ヘッドに保持された部品を認識するための部品認識手段と、
　前記回路形成体を認識するための回路形成体認識手段とを備えた部品実装装置において
、
　前記部品受渡しヘッドから前記部品実装ヘッドへ部品を受け渡す部品受渡し位置、もし
くはその位置の近傍である前記部品実装ヘッドが移動のために加速してその最高速度に至
る前までの間の移動距離内を含む部品受渡し領域内であって、前記部品実装ヘッドに保持
された部品を認識する前記部品実装ヘッドと対向する位置に前記部品認識手段が配備され
、
　前記部品認識手段と前記回路形成体認識手段とをそれぞれ独立して単独で、かつ前記回
路形成体認識手段を前記部品実装ヘッドの移動領域とは干渉しない位置に配置して、前記
回路形成体認識手段による前記回路形成体の認識が任意のタイミングで可能であることを
特徴とする部品
実装装置。
【請求項２】
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　部品受渡しヘッドにより部品供給部から取り出されて保持された部品を前記受渡しヘッ
ドから部品実装ヘッドへ受渡し、その後、前記部品実装ヘッドが部品実装位置に移動して
回路形成体の所定位置に前記部品を実装する部品実装方法において、
　前記部品受渡しヘッドから前記部品実装ヘッドへ部品を受け渡す部品受渡し位置、もし
くはその位置の近傍である前記部品実装ヘッドが移動のために加速してその最高速度に至
る前までの間の移動距離内を含む部品受渡し領域において、
　前記部品実装ヘッドに保持された部品の保持状態を実装前に認識するステップと、前記
回路形成体の基準位置を実装前に認識するステップとをそれぞれ独立した任意のタイミン
グで行ない、前記部品実装ヘッドによる実装動作を制御することを特徴とする部品実装方
法。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】
本発明は、電子回路基板などの回路形成体に、電子部品などの部品を実装する部品実装装
置並びに部品実装方法に関する。
【０００２】
【従来の技術】
部品実装装置は、電子基板などの回路形成体に高速で部品を実装する装置であり、その一
例を図１３に示す。図において、部品実装装置１００は、実装すべき部品を部品実装装置
に供給する部品供給部１１０と、部品供給部１１０から部品を取り出した後、部品を実装
可能な向きになるよう上下反転して保持する部品受渡しヘッド１２０と、部品受渡しヘッ
ド１２０に保持された部品を吸着し、回路形成体に実装する部品実装ヘッド１３０と、前
記吸着された部品の状態を撮像して認識する部品認識カメラ１４０と、部品実装装置１０
０に例えば基板などの回路形成体を保持して位置決めする回路形成体保持部１５０と、位
置決めされた回路形成体を撮像して認識する回路形成体認識カメラ１６０と、そして部品
実装装置全体の動作制御を行なう制御装置１７０とを備えている。ここで、部品実装ヘッ
ド１３０は、図示のＸ軸に沿った移動が可能であり、後述するようにＺ軸を中心とする回
転（θ回転）が可能な吸着ノズルを有している。
【０００３】
以上の構成にかかる部品実装装置１００の動作を、要部詳細図である図１４を参照して説
明する。図において、部品供給部１１０には、エキスパンド板１１２により分割されて保
持されている多数の部品１１１が供給されている。これら部品１１１は供給部認識カメラ
１１３により認識され、その認識情報に基づいて制御装置１７０（図１３参照）の制御に
より、次に実装すべき部品１１１ａが所定位置に位置決めされる。次に、受渡しヘッド１
２０が部品１１１ａの直上まで移動し、下降して部品１１１ａを吸着した後に上昇して矢
印１１４に示すようにＸ軸右方向へ向けて部品受渡し位置まで移動する。その後、部品受
渡しヘッド１２０は矢印１２１に示すように上下反転し、吸着した部品１１１ａを表裏逆
向きにして保持する。これは部品供給部１１０に供給される部品１１１が回路形成体に接
合される面（例えば、接合すべきバンプ（凸状部）を有する面）を上向きにして保持され
ていることによるもので、後の実装に備えて接合される面を下方に向けた状態で部品実装
ヘッド１３０に受渡すためである。部品実装ヘッド１３０が下降して部品１１１ａに対し
てその上方から接近し、部品１１１ａを吸着した後、上昇してＸ軸右方向の部品実装位置
に向けて移動する。一方、部品１１１ａの受渡しを完了した部品受渡しヘッド１２０は、
Ｘ軸左方向に移動し、次の部品吸着動作に入る。なお、図１４においては、部品受渡しヘ
ッド１２０は、部品受渡し位置にて部品実装ヘッド１３０に対向した状態を示している。
【０００４】
上述の動作が行なわれている間、回路形成体保持部１５０には回路形成体１５１が供給さ
れて所定位置に位置決めされており、その回路形成体１５１に対向する位置に移動してき
た回路形成体認識カメラ１６０によって回路形成体１５１に形成された基準位置が認識さ
れ、その情報は制御装置１７０に送られる。なお、図１４に示すように、従来技術におい
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ては回路形成体認識カメラ１６０は、部品認識カメラ１４０と共に認識光学ヘッド１８０
に装着されている。前記回路形成体１５１の基準位置認識を終えた認識光学ヘッド１８０
は、その後、Ｘ軸左方向に移動し、上述のＸ軸右方向に移動中の部品実装ヘッド１３０に
接近して相互に対向する位置で両者が停止する。その停止した位置において、部品実装ヘ
ッド１３０に吸着保持された部品１１１ａの保持状態が認識光学ヘッド１８０に装着され
た部品認識カメラ１４０で認識され、認識された情報は制御装置１７０に送られる。この
際、部品１１１ａを吸着した部品実装ヘッド１３０のノズルは、部品認識カメラ１４０と
干渉せず、かつ吸着された部品１１１ａが部品認識カメラ１４０の撮像視野内に入るよう
Ｚ軸方向上側に引き上げられている。前記認識動作が完了すると、部品１１１ａを吸着し
た部品実装ヘッド１３０は、部品実装位置に向けて再度Ｘ軸右方向へ移動を開始する。こ
の移動の間に、制御装置１７０は、部品１１１ａの保持状態の認識情報、及び回路形成体
１５１の基準位置の認識情報に基づいて、部品１１１ａを回路形成体１５１の所定位置に
実装するために必要な部品実装ヘッド１３０のＸ軸方向の移動距離、部品１１１ａを保持
するノズルのＺ軸を中心とするθ回転量、及び回路形成体１５１の規正された位置の補正
量を演算する。移動中の部品実装ヘッド１３０は、前記演算結果に基づく制御装置１７０
の指令により、所定距離をＸ軸右方向に移動し、又ノズルに所定量のθ回転の補正を加え
、同じく制御装置１７０の指令によりＹ軸方向に位置補正を加えた回路形成体１５１と対
向する所定位置まで来て停止する。次に、部品実装ヘッド１３０は、部品１１１ａを保持
したノズルを下降させ、回路形成体１５１の所定位置に部品１１１ａを実装する。
【０００５】
実装完了後、部品実装ヘッド１３０は、部品１１１ａを解放した後、ノズルをＺ軸方向上
側の所定高さまで引き上げる。次に、認識光学ヘッド１８０が回路形成体１５１と部品実
装ヘッド１３０との間に入り、回路形成体認識カメラ１６０で回路形成体１５１に部品１
１１ａが確実に実装されているかを認識し、他方、部品認識カメラ１４０により部品実装
ヘッド１３０のノズル先端に異物の付着がないかを確認する。この動作が完了した後、部
品実装ヘッド１３０は、次の部品の吸着動作に入るためＸ軸左方向へ移動する。以上の一
連の動作を繰り返すことにより、エキスパンド板１１２上の複数の部品１１１は、順次、
回路形成体に実装される。従来技術による上述の部品実装装置１００の作業タクトは、部
品当たり例えば約１．９秒である。
【０００６】
しかし、上述の従来技術による認識動作には問題があった。まず部品実装ヘッド１３０の
部品保持状態の認識動作においては、部品１１１ａを受け取った部品実装ヘッド１３０が
部品実装位置への移動のため一旦加速し、所定の速度に達した後に部品認識カメラ１６０
による認識のために一時停止せねばならない。このため実装ヘッド１３０は、認識動作後
に部品実装位置に向けて再度加速し、所定の速度で移動後に再停止するという無駄が生じ
ていた。又、前記一時停止時には、部品実装ヘッド１３０が停止後にも振れが残り、正確
な認識を行うにはこの揺れがおさまるまでの安定時間を設ける必要があったため、タクト
ロスの原因を生じていた。
【０００７】
更に、実装後の回路形成体１５１の認識動作に際しては、図１５において、実装後に部品
実装ヘッド１３０のノズル１３１が所定高さまで矢印１３５に示すように上昇した後、認
識光学ヘッド１８０が矢印１４５に示す図のＹ軸左方向に進んでノズル１３１と回路形成
体１５１との間に入り込み、各カメラ１４０、１６０で認識動作を行なう。一例として、
ノズル１３１の上昇に必要な高さｈは、認識光学ヘッド１８０がノズル１３１と干渉する
ことなく入り込むことができ、かつ必要な認識動作をするために約４０ｍｍを必要とする
。ノズル１３１がこの距離を上昇するには、高速移動が可能なボイスコイルモータを使用
したとしても約０．１秒を要している。
【０００８】
更に、前記実装前及び実装後の認識光学ヘッド１８０による認識動作においては、認識光
学ヘッド１８０と部品実装ヘッド１３０とが干渉して損傷しないようにするため、インタ
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ーロック機構を設けて前記干渉を確実に回避する必要があり、このため部品実装装置１０
０の構造を複雑にし、コストアップの要因ともなっていた。又、従来技術の認識動作にお
ける部品実装ヘッド１３０及び認識光学ヘッド１８０の移動は、移動量及び移動軸が多い
ためにこれらの移動・停止のために機構も複雑となり、又移動軸を多く設けることよる各
移動軸での位置精度に起因した撮像品質の低下問題も生じ得た。
【０００９】
【発明が解決しようとする課題】
従って、本発明は、部品実装における部品及び回路形成体の認識動作において、各移動要
素である部品受渡しヘッド、部品実装ヘッド、部品認識カメラ、回路形成体認識カメラの
無駄な動きを排除し、精度の高い認識動作が行えるようにしてタクトロスを排除するとと
もに、各移動要素間の干渉を回避するためのインターロック機構を排除して構造を簡略化
し、品質の安定化とコストダウンをもたらす部品実装装置及び部品実装方法を提供するこ
とを目的としている。
【００１０】
【課題を解決するための手段】
本発明では、部品認識カメラと回路形成体認識カメラとを部品実装ヘッドに干渉しない位
置にそれぞれ単独で配置し、部品保持状態の認識動作においては、部品実装ヘッドが部品
を受取った位置、もしくはその近傍で認識できるようにし、回路形成体の基準位置の認識
動作、及び部品接合後の回路形成体の認識動作においては、回路形成体が回路形成体認識
カメラの方へ移動して認識を行なうことにより上記課題を解決するもので、具体的には以
下の内容を含む。
【００１１】
　すなわち、請求項１に記載の本発明は、部品供給部から部品を取り出して前記部品を受
渡しのために保持する部品受渡しヘッドと、前記部品受渡しヘッドから部品を受け取り、
部品実装位置に移動して回路形成体の所定位置に前記部品を実装する部品実装ヘッドと、
前記部品実装ヘッドに保持された部品を認識するための部品認識手段と、前記回路形成体
を認識するための回路形成体認識手段とを備えた部品実装装置であって、前記部品受渡し
ヘッドから前記部品実装ヘッドへ部品を受け渡す部品受渡し位置、もしくはその位置の近
傍である前記部品実装ヘッドが移動のために加速してその最高速度に至る前までの間の移
動距離内を含む部品受渡し領域内であって、前記部品実装ヘッドに保持された部品を認識
する前記部品実装ヘッドと対向する位置に前記部品認識手段が配備され、前記部品認識手
段と前記回路形成体認識手段とをそれぞれ独立して単独で、かつ前記回路形成体認識手段
を前記部品実装ヘッドの移動領域とは干渉しない位置に配置して、前記回路形成体認識手
段による前記回路形成体の認識が任意のタイミングで可能であることを特徴とする部品実
装装置に関する。前記部品実装ヘッドに保持された部品の認識を、前記部品の受渡しの直
後に行ない、部品実装ヘッドを一旦停止させて部品認識することによる無駄を排除するも
のである。
【００３０】
　請求項２に記載の本発明は、部品受渡しヘッドにより部品供給部から取り出されて保持
された部品を前記受渡しヘッドから部品実装ヘッドへ受渡し、その後、前記部品実装ヘッ
ドが部品実装位置に移動して回路形成体の所定位置に前記部品を実装する部品実装方法で
あって、前記部品受渡しヘッドから前記部品実装ヘッドへ部品を受け渡す部品受渡し位置
、もしくはその位置の近傍である前記部品実装ヘッドが移動のために加速してその最高速
度に至る前までの間の移動距離内を含む部品受渡し領域において、前記部品実装ヘッドに
保持された部品の保持状態を実装前に認識するステップと、前記回路形成体の基準位置を
実装前に認識するステップとをそれぞれ独立した任意のタイミングで行ない、前記部品実
装ヘッドによる実装動作を制御することを特徴とする部品実装方法に関する。部品保持状
態の認識のために、部品実装ヘッドを一旦停止させる無駄を排除するものである。
【００４１】
【発明の実施の形態】
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本発明の各実施の形態にかかる部品実装装置並びに部品実装方法について図面を参照して
説明する。なお、以下に示す各実施の形態の説明において、部品を保持する各ヘッドは、
真空を利用して部品を吸着するノズルを備えた形式のものを例としており、又部品が実装
される回路形成体は電子回路基板（以下、「基板」という。）を例としているが、本発明
の適用はこれらのものに限定されるものではない。例えば前者の各ヘッドの代替例として
は機械的に部品に係合してこれを保持するチャックを備えた形式のものであっても、又後
者の基板の代替例としては部品や筐体などであって、これらに直接部品を実装するもので
あってもよい。
【００４２】
図１は、第１の実施の形態に係る部品実装装置１を示しており、本部品実装装置１は、大
別して、実装する部品を部品実装装置１に供給する部品供給部１０と、部品供給部１０か
ら部品を取り出した後、部品が実装可能な向きとなるよう上下反転して部品を保持する部
品受渡しヘッド２０と、部品受渡しヘッド２０に保持された部品を受け取り、基板に実装
する部品実装ヘッド３０と、部品の受渡し直後に部品実装ヘッド３０に保持された部品の
保持状態を認識するための部品認識手段である部品認識カメラ４０と、部品実装装置１に
供給された基板などの回路形成体を保持して位置決めする回路形成体保持部５０と、回路
形成体の認識をするための回路形成体認識手段である回路形成体認識カメラ６０と、そし
て部品実装装置１全体の動作制御を行なう制御装置７０とを備えている。なお、部品受渡
しヘッド２０はモータ２２により、又、部品実装ヘッド３０はモータ３２によりそれぞれ
駆動され、図示のＸ軸に沿って左右に移動可能である。
【００４３】
図２は、図１に示す部品実装装置１の主要構成要素を拡大して示したものある。本図に示
す主要構成要素と図１４に示す従来技術にかかる部品実装装置１００の主要構成要素とを
比較すると分かる通り、本実施の形態にかかる部品実装装置１は、部品認識カメラ４０が
部品受渡しヘッド２０から部品実装ヘッド３０へ部品を受け渡す部品受渡し位置であって
、部品実装ヘッド３０と対向する位置に、そして回路形成体認識カメラ６０が部品実装ヘ
ッド３０のＸ軸方向の移動領域には干渉しないようＹ軸方向奥側へずれた位置に、それぞ
れ独立して配置されている。図２は更に、各主要構成要素の駆動装置を示しており、図に
おいて、部品供給部１０においてはモータ１３とモータ１４とが備えられ、モータ１３は
Ｘ軸方向に、モータ１４はＹ軸方向に、それぞれ部品供給部１０を移動させる。部品受渡
しヘッド２０のモータ２１は、上述の取り出した部品を上下反転させるときの駆動源とな
る。部品実装ヘッド３０に設けられたモータ３３は、部品実装ヘッド３０の部品保持部に
Ｚ軸を中心としたθ回転を加え、保持された部品の傾きを補正する。同じく部品実装ヘッ
ド３０に設けられたモータ３４は、部品の受渡し及び実装の際に、部品実装ヘッド３０の
部品保持部をＺ軸方向に沿って上下に駆動する。回路形成体保持部５０に備えられたモー
タ５２は、回路形成体保持部５０をＹ軸に沿って駆動し、回路形成体認識カメラ６０に備
えられたモータ６２も、同様に回路形成体認識カメラ６０をＸ軸に沿って駆動させる。な
お、本実施の形態においては、部品認識カメラ４０は、部品実装ヘッド３０に対向する所
定位置に固定されている。
【００４４】
図３は、上述の構成に係る部品実装装置１の各主要構成要素の相互位置関係を、部品取り
出し位置Ａと、部品受渡し位置Ｂと、そして部品実装位置Ｃとの各位置において示したも
のである。図３は、図１及び図２のＹ軸方向手前側から見たものである。まず、図３の部
品取り出し位置Ａにおいて、部品１１が部品受渡しヘッド２０により取り上げられる。部
品受渡しヘッド２０は、その後、Ｘ軸右方向に移動して部品受渡し位置Ｂに至り、ここで
上下反転して部品１１を実装可能な向きに変えて部品実装ヘッド３０に受渡す。次に部品
１１を受け取った部品実装ヘッド３０は、Ｘ軸右方向に部品実装位置Ｃまで移動し、そこ
に規正して保持された基板５１に部品１１を実装する。一連の実装動作を制御するため、
部品取り出し位置Ａには供給部認識カメラ１２、部品受渡し位置Ｂには部品認識カメラ４
０、そして部品実装位置Ｃには回路形成体認識カメラ６０がそれぞれ配置されており、こ
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れらの各カメラ１２、４０、６０による認識情報は、図１に示す制御装置７０に入力され
る。回路形成体認識カメラ６０は、図３に示すＹ軸方向から見た場合には、部品実装ヘッ
ド３０の背後に位置する関係となる。
【００４５】
図３に示す各位置Ａ、Ｂ、Ｃにおける上述の各動作を、図４を参照してより詳細に説明す
る。図４の上段、中段、下段は、それぞれ図３の部品取り出し位置Ａ、部品受渡し位置Ｂ
、部品実装位置Ｃにおける各動作を示しており、同じく図１、図２のＹ軸方向手前側から
見た状態を示している。まず、部品取り出し位置Ａにおいて、図４（ａ）に示すように、
部品供給部１０に部品１１が保持され、部品１１はその直上に配置された供給部認識カメ
ラ１２によりその状態が確認される。上述のように、部品供給部１０は、図１に示すＸ、
Ｙ両軸に沿って移動可能であり、供給部認識カメラ１２からの出力を得た制御装置７０の
制御により、部品供給部１０が移動して次に供給すべき部品を順次ピックアップ位置に位
置決めする。ここでＸ軸とは、図に示すＸ方向及びＸ方向と反対の方向への移動軸を意味
するもので、これは、Ｙ軸、Ｚ軸についても同様とする。次に図４（ｂ）に示すように、
部品受渡しヘッド２０がピックアップ位置の上方に移動した後、下降してこのピックアッ
プ位置に置かれた部品１１を取り上げ、部品受渡し位置Ｂに向かってＸ軸右方向に移動す
る。供給部認識カメラ１２と部品受渡しヘッド２０とは相互に干渉しない高さに配置され
ている。
【００４６】
部品取り出し位置Ａから部品受渡し位置Ｂに移動した部品受渡しヘッド２０は、図４（ｃ
）に示すように、上下反転して取出した部品１１を実装可能な向きにして保持する。これ
は、部品取り出し位置Ａで部品供給部１０に供給される部品１１が、後に基板に実装され
る際の接合部となる複数のバンプ（凸状部）を上向きにした状態で供給されることによる
ものである。本実施の形態では、金金接合と呼ばれる部品側の金メッキ製のバンプと基板
側の金配線との間での接合を行なう例を示しており、このような接合は例えば発振素子な
どの部品を実装する際に有効な方法であるが、接着など他の方法による実装であってもよ
い。部品１１が実装可能な向き保持された状態においては、部品１１の部品実装ヘッド３
０に対向する側の面は一般に接合部となるバンプなどがないウエハの平坦な面となってお
り、ノズルによる吸着が容易である。なお、本図においては部品受渡しヘッド２０の反転
は部品受渡し位置Ｂに移動した後に行なうものしているが、この反転を部品取り出し位置
Ａから部品受渡し位置Ｂに移動する間に行なうようにしてもよい。更に、ここでは部品の
受渡しを一般的な図示のＺ軸に沿った方向で行なうものとしているが、これにこだわるも
のではない。
【００４７】
部品受渡し位置Ｂにおいては、部品実装ヘッド３０が部品受渡しヘッド２０の直上に移動
してきている。図４（ｄ）に示すように、部品受渡しヘッド２０の上昇、部品実装ヘッド
３０のノズル３１の下降のいずれか一方、もしくは双方の動作により、ノズル３１が部品
受渡しヘッド２０に保持された部品１１に当接してこれを吸着し、一方、部品受渡しヘッ
ド２０が部品１１の保持状態を解放することで部品受渡しヘッド２０から部品実装ヘッド
３０への部品１１の受渡しを行なう。部品受渡しヘッド２０はその後、次の部品取り出し
のため部品取り出し位置Ａに向かってＸ軸左方向に移動する。この部品受渡しヘッド２０
の退避により、図４（ｅ）に示すように、部品実装ヘッド３０に保持された受渡し直後の
部品１１が、それと対向する位置に配置された部品認識カメラ４０の視野内に入り、その
位置で部品１１が撮像されて、その位置、角度など部品１１の保持状態が認識される。こ
の部品１１の保持状態の認識情報は、制御装置７０に入力される。
【００４８】
上述の動作が部品取り出し位置Ａ、及び部品受渡し位置Ｂで行なわれている間に、部品実
装位置Ｃにおいては回路形成体の供給部から供給された基板５１が回路形成体保持部５０
により保持されている。基板５１は、その後、図４（ｆ）に示すように、回路形成体認識
カメラ６０に対向する位置に移動して、その位置で回路形成体認識カメラ６０により撮像
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され、基板５１に形成された基準位置が認識される。この認識結果は、制御装置７０に入
力される。この認識動作における各要素の位置関係をＺ軸上側から見た状態を示すのが長
円内の図４（ｆ’）で、部品実装位置にある部品実装ヘッド３０に干渉しない位置に配置
された回路形成体認識カメラ６０に向けて基板５１がＹ軸方向奥側に移動してこれと対向
し、この位置で基板５１の基準位置を認識の後、基板５１は破線で示す部品実装位置まで
Ｙ軸方向手前側に戻る。従来技術による部品実装装置１００（図１３参照）においては、
回路形成体認識カメラ１６０がＸ軸方向の移動に加えて基板１５１側へ向かってＹ軸方向
手前側へ移動して前記の認識動作をするものとしていたが、本実施の形態では回路形成体
認識カメラ６０はＸ軸に沿った移動のみとしており、これにより移動軸の削減による認識
品質の向上を実現している。更に従来技術では、上述のように回路形成体認識カメラ１６
０がＹ軸方向手前側に移動する前に、部品実装ヘッド１３０との干渉を避けるため部品実
装ヘッド１３０のノズル１３１を干渉しない高さまで上昇させる必要があり、その間待機
するためのタイムロスを生じていた。本実施の形態によれば、部品実装ヘッド３０と回路
形成体認識カメラ６０とは当初から干渉しない位置に配置されているため、任意のタイミ
ングでの認識が可能となり、従来技術にある待機のためのタイムロスを無くすことができ
る。
【００４９】
制御装置７０では、上述の部品認識カメラ４０による部品実装ヘッド３０に吸着された部
品１１の保持状態の認識情報、すなわち吸着された部品１１とノズル３１との間の所定吸
着位置に対する位置ずれ量、及び所定角度に対する傾き量と、同じく上述の回路形成体認
識カメラ６０による基板５１の基準位置の認識情報、すなわち回路形成体保持部５０に保
持された基板５１の所定基準位置に対する当該基板５１の基準位置の位置ずれ量とを合わ
せて、部品実装ヘッド３０が部品実装位置へ移動する際のＸ軸方向の移動量と、部品を保
持するノズル３１のＺ軸を中心とするθ回転の角度補正量と、基板５１のＹ軸方向の位置
決め補正量とをそれぞれ演算し、その結果に基づいて部品実装ヘッド３０と基板５１とを
制御する。部品受渡し位置Ｂにおいて、部品１１の受渡し、及び部品１１の保持状態の認
識を完了した部品実装ヘッド３０は、部品実装位置Ｃに向かってＸ軸右方向に移動を開始
する。制御装置７０の制御指令に基づいて前記移動量補正ならびに角度補正を受けた部品
実装ヘッド３０は、図４（ｇ）に示すように、基板５１の所定実装位置まで移動し、そし
て図４（ｈ）に示すように部品１１を基板５１に実装する。その際の実装動作は、部品実
装ヘッド３０の部品１１を吸着したノズル３１が下降して部品１１の接合面側に設けられ
た前記バンプを基板５１に当接して所定圧力を付加すると共に吸着したままの状態で部品
１１に微細震動を与え、バンプ先端部分と基板５１との相対微細振動により金属間結合を
得るものである。前記微細振動は、圧電素子を利用した超音波振動によるもので、例えば
振幅約１μ、振動サイクル約６３，０００／分程の微細振動である。部品１１の実装を終
えた部品実装ヘッド３０は、次の部品を受け取るため、部品受渡し位置Ｂに向けてＸ軸左
方向に戻る。
【００５０】
図４は、部品１１の取り出しから実装までの間の部品取り出し位置Ａから部品受渡し位置
Ｂ、更に部品受渡し位置Ｂから部品実装位置Ｃに至る部品実装装置１の主要構成要素の動
作を示したものであり、部品実装装置１は前記の動作を繰り返す。部品受渡し位置Ｂに戻
って次の部品１１の受渡しのために待機する部品実装ヘッド３０は、その間部品受渡し位
置Ｂで対向する部品認識カメラ４０を使用し、ノズル３１に異物が付着していないかの認
識が可能であり、異物を残したままであることが認識されれば次の吸着動作を止めて部品
１１やノズル３１などの損傷を回避することができる。又、部品受渡しヘッド２０に関し
ては、部品実装ヘッド３０が実装動作のため部品実装位置Ｃに移動している間に、部品受
渡し位置Ｂにおいて部品認識カメラ４０を利用してやはり異物の付着有無の確認が可能で
ある。更に部品実装位置Ｃにおいては、部品実装ヘッド３０による実装動作完了の後、基
板５１を再びＹ軸方向奥側に移動させ、回路形成体認識カメラ６０を利用して実装後の部
品１１が基板５１上に正しく実装されているかどうかの認識が可能である。
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【００５１】
なお、本実施の形態では、図４（ｅ）に示すように、部品認識カメラ４０が部品受渡し位
置Ｂに配置されているが、これは部品実装ヘッド３０が部品実装位置Ｃへ移動を開始する
前に部品１１の保持状態の認識をし、これによって部品実装ヘッド３０の一旦停止を不要
とする点で好ましい。しかし、この部品認識カメラ４０の位置は必ずしも部品受渡し位置
Ｂでなくても、部品受渡し位置Ｂの近傍の位置であって、部品実装ヘッド３０が部品受渡
し位置ＢからＸ軸方向に僅かに移動した位置を含む受渡し領域内の位置とし、当該位置で
部品の保持状態を認識することであってもよい。ここで部品認識カメラ４０を部品受渡し
位置、もしくはその近傍を含む部品受渡し領域内に配備する意図は、移動のために加速し
てその最高速度に達した部品実装ヘッド３０を一旦停止させ、部品状態認識後に再び加速
、移動させることによる無駄と、停止時における部品実装ヘッド３０の揺れがおさまるま
での安定時間を設けることによるタイムロスとを回避することにある。したがって部品実
装ヘッド３０が一旦移動を開始してその最高速度に達した後に停止させることは上記意図
が果たされないことから、ここで言う「近傍」とは、部品実装ヘッド３０が移動のために
加速してその最高速度に至る前までの間の移動距離内にあることを言う。
【００５２】
図５は、上述の状況を説明する図で、部品受渡しから部品認識した後、部品実装へと移動
する部品実装ヘッドの動作の時間と移動速度との関係につき、従来技術と本発明とを比較
したものである。図５（ａ）が従来技術にかかるものを示しており、従来技術においては
、部品実装ヘッド１３０（図１３参照）が部品受渡しの後、Ｘ軸方向に加速して最高速度
に達した後に一旦停止し、部品認識カメラ１４０と対向して部品の保持状態の認識を行な
う。なお、停止に際してはヘッドの振れが停止するまでの安定時間（例えば約０．１秒）
を必要とする。この振れは、部品実装ヘッド１３０が例えば約１０ｋｇ程の重量物である
ことから、急停止する際の慣性に基づく振動に起因して発生するものである。認識の後、
部品実装ヘッド１３０は再び加速して最高速度に達してＸ軸右方向を部品実装位置まで進
み、再度停止した後に部品の実装を行なう。これに対して（ｂ）に示すように、本実施の
形態においては、部品受渡しの後、部品受渡しヘッド２０が部品認識カメラ４０の視野か
ら退避した直後に部品実装ヘッド３０に保持された部品１１の保持状態の認識を行ない、
その後、部品実装ヘッド３０は加速して最高速度に達し、その速度を維持してＸ軸右方向
に移動した後、部品実装位置の直前で減速、部品実装位置で停止して部品１１の実装を行
なう。このため部品実装ヘッド３０の減速、再加速に伴う無駄を排除することができ、図
に示すようなタクト改善効果（本実施の形態においては約０．２秒）を得るものである。
【００５３】
図６は、本実施の形態の部品実装装置１の主な移動要素である部品実装ヘッド３０、部品
受渡しヘッド２０、及び回路形成体保持部５０の各移動軸毎の動作の相互関係を表した図
である。横軸は時間、縦軸は移動速度を表しており、縦軸においては各移動要素の移動軸
毎に破線で示す位置が速度０（停止状態）、破線の上側が図１、図２に示すＸ、Ｙ、Ｚ各
軸の矢印に示す方向、破線の下側が同じくＸ、Ｙ、Ｚ各軸の矢印と反対の方向への移動速
度をそれぞれ表す。時間経緯と共に各動作は順次図の右側へ進み、右端に至って再度図の
左端に移り、この動作を繰り返す。なお、本図では主要動作を例示したもので、これ以外
の動作を含めることも勿論可能である。
【００５４】
図６に示す主要動作は、左側から、まず部品実装を完了した部品実装ヘッド３０が部品実
装位置Ｃから部品受渡し位置Ｂへ向かってＸ軸左方向へ移動し、同じタイミングで部品１
１の取り出しを完了した部品受渡しヘッド２０がＸ軸右方向へ移動する。両ヘッド２０、
３０は、それぞれ受渡し位置Ｂで対向して停止し、Ｚ軸方向に両者が接近して上向き矢印
で示すように部品１１の受渡しを行なう。受渡し完了と同時に、部品受渡しヘッド２０は
Ｘ軸左側へ退避し、これによって図の部品実装ヘッド３０のＺ軸移動欄に斜線で示す部品
認識動作が可能となる。この認識動作が完了した後、部品実装ヘッド３０はＸ軸右方向に
移動し、部品実装位置Ｃに至って停止する。この間、回路形成体保持部５０では、図のＹ
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軸移動欄に斜線で示す基板５１の基板認識動作を終えており、Ｙ軸手前側の部品実装位置
Ｃに移動して、同じ位置に移動した部品実装ヘッド３０に対向し、両者３０、５０の間で
図の下向き矢印で示す部品実装が行なわれる。この間、部品受渡しヘッド２０は、新たな
部品１１の取り出しを行なっている。以上の各動作が、繰り返して行なわれる。
【００５５】
次に図７は、部品実装装置の各ヘッド２０、３０、各認識カメラ４０、６０、回路形成体
保持部５０の各移動可能軸につき、本実施の形態と従来技術にかかるものとを対比したも
のである。各移動要素では、当然ながら移動軸が増加するほどその移動のための機構が追
加され、そのために位置決め精度を低下させる要因を内在することとなる。図から分かる
通り、本実施の形態にかかる部品実装装置においては、まず部品認識カメラ４０が従来の
Ｘ、Ｙの２軸移動から本実施の形態では固定となり、２軸の移動軸を削減している。部品
認識カメラ４０を固定式にすることは、繰り返し移動に伴う位置精度の低下が生ずる余地
がなく、認識品質維持の観点から最も好ましいことである。なお、図中の同じく部品認識
カメラ４０の行にカッコで示す「Ｙ又はＺ」軸の移動に関しては、後の実施の形態で説明
するものだが、このように１軸が可動とする場合においても、従来技術に対してなお１軸
の削減が可能である。
【００５６】
次に、回路形成体認識カメラ６０は、Ｘ、Ｙの２軸移動からＸ軸のみの１軸移動となり１
軸削減されている。これは、本実施の形態では、回路形成体認識カメラ６０による認識時
には基板５１の方からＹ軸方向奥側に移動してカメラ位置に対向するようしたことによる
。この移動軸数の低減により、認識品質の向上が得られる。回路形成体保持部５０の移動
方向は、必ずしもＹ軸方向である必要はなく、他の横方向のいずれかの軸に沿って移動す
ることであっても、その移動した位置で回路形成体認識カメラ６０と対向することができ
、且つ回路形成体認識カメラ６０が部品実装ヘッド３０と干渉しない位置に配置されてい
ればよい。
【００５７】
軸数の削減にはならないものの、本実施の形態では各移動要素の移動距離を大幅に短縮す
ることにより、やはり移動機構が介在することによる精度低下を抑えるものとしている。
具体的には、部品実装ヘッド３０のノズル３１のＺ軸方向の移動に関し、従来技術による
ものでは各認識カメラ１４０、１６０との干渉を避けるため、上述のように約４０ｍｍほ
どの上下移動を必要としていた。本実施の形態では、部品認識カメラ４０と回路形成体認
識カメラ６０とを独立して配備し、それぞれを部品実装ヘッド３０がＸ軸に沿って移動す
る際の移動領域とは干渉しないように配置したことから、ノズル３１のＺ軸方向の移動は
、部品１１の受渡し時及び実装時に、部品１１との接触を回避するために必要最小限の（
例えば、約１ｍｍ）の上昇動作ですむ。同じ理由により、従来技術では部品実装ヘッド３
０への部品１１の受渡しのためにＺ軸方向に例えば約２０ｍｍ程上昇していた部品受渡し
ヘッド２０も、本実施の形態によればその移動量をやはり必要最小限（例えば約１ｍｍ）
に抑えることが可能となる。回路形成体認識カメラ６０は、従来技術によるものでは部品
認識カメラ４０に隣接搭載されていたため、部品認識位置と回路形成体認識位置との間の
Ｘ軸方向に例えば約２５０ｍｍほどの移動を必要としていた。本実施の形態では、回路形
成体認識カメラ６０が回路形成体認識機能に特化されたことにより、実装される部品や用
途によって異なるものの、例えば約１０ｍｍほどの必要最小限の移動量に留めることがで
きる。各移動要素の移動距離低減は、それぞれの移動機構の小型化による慣性力の低下、
及び支持間隔の短縮化による剛性の向上をもたらし、これらが位置決め精度を高めること
につながる。
【００５８】
本実施の形態にかかる部品実装装置１では、各軸に沿って未だ多くの移動要素があり、部
品実装ヘッド３０の例でいえば、部品受渡し位置Ｂから部品実装位置ＣまでＸ軸方向に例
えば約５００ｍｍほどの移動を必要とする。従来技術においては、これら各移動量の制御
を移動動力源であるサーボモータ、パルスモータ、ボイスコイルモータなどの制御を通し



(10) JP 4480840 B2 2010.6.16

10

20

30

40

50

て行なっていた。本実施の形態では更に、各移動要素の各移動軸に対してリニアスケール
を利用することでより精度の高い移動量制御を行なうことが可能である。リニアスケール
は直線変位を測定するパルスエンコーダであり、光学的もしくは磁気的に記録された等間
隔の目盛線を持つ基準尺と基準尺上を相対的に移動する検出ヘッドとを使用して高精度の
移動距離制御を可能にする装置である。本実施の形態においては、部品認識カメラ４０が
部品実装位置Ｃから離れた場所に配置されており、部品認識後の部品実装ヘッド３０の移
動距離増加に伴う、例えば熱による経時変化によって発生する精度低下の虞を、本リニア
スケールの利用により回避することができる。
【００５９】
図８は、本実施の形態かかる部品実装装置１の概略ブロック図を示す。本部品実装装置１
は、部品供給部１０と、受渡しヘッド２０と、部品実装ヘッド３０と、部品認識カメラ４
０と、回路形成体保持部５０と、回路形成体認識カメラ６０とを含むハード部分と、部品
供給動作処理部と、吸着動作処理部と、位置補正演算部と、角度補正演算部と、部品認識
処理部と、基準位置認識処理部と、位置補正動作処理部とを含むソフト部分とを備え、制
御装置がこれら全体の動きを制御している。前記のハード部分に含まれる各要素の動作は
、これまでの各実施の形態で説明した内容と同じであり、これらの動作を可能とするため
の各駆動部を、各要素毎に図８の右側に表示している。制御装置は、これらの各駆動部の
動作を、図８の左側に示す前記ソフト部分の各処理部、演算部に基づいて処理し、制御す
る。この内、部品供給動作処理部は、供給すべき部品１１が順次ピックアップ位置に位置
決めされるよう部品供給部１０の移動量を調整し、吸着動作処理部は、部品受渡しヘッド
２０、部品実装ヘッド３０のノズル３１により部品１１を吸着する吸着タイミングや吸着
量などを調整する。位置補正演算部及び角度補正演算部では、部品認識カメラ４０による
認識結果に基づいて、部品実装ヘッド３０が部品１１を所定位置に実装するためのＸ軸方
向の移動量、及びノズル３１のＺ軸を中心とする角度補正量（θ回転）をそれぞれ演算す
る。部品認識処理部では、部品認識カメラ４０の撮像タイミングや視野の調整などを行う
。基準認識位置処理部では、回路形成体認識カメラ６０の撮像タイミングや視野などの調
整を行い、回路形成体認識カメラ６０の認識結果に基づいて、位置補正動作処理部により
、回路形成体保持部５０のＹ軸方向の移動量を調整する。本実施の形態においては、上述
のように部品認識カメラ４０と回路形成体認識カメラ６０とがそれぞれ単独で配備された
ことから、両カメラ４０、６０の認識動作を同時に行なうことを含めて、それぞれを相互
に拘束されることなく独立して任意のタイミングで動作させることが可能となっている。
【００６０】
次に、本発明の第２の実施の形態にかかる部品実装方法及び部品実装装置につき、図面を
参照して説明する。図９は、本実施の形態に係る部品実装装置２を示したもので、先の第
１の実施の形態にかかる部品実装装置１に対し、第２の部品実装ヘッド８０が追加されて
いる点が相違し、その他の要素は第１の実施の形態と同様であり、同一要素については同
一の符号を付している。本実施の形態では、部品実装ヘッドを２つ設けることで、実装動
作機能を分割し、生産効率を高めるものとしている。
【００６１】
第１の実施の形態においては、部品実装ヘッド３０は部品受渡し位置Ｂで部品を受け取っ
た後、部品実装位置Ｃに移動してここで部品実装が完了するまでを行なっていた。しかし
ながら、この部品実装位置Ｃにおける実装動作が超音波接合により行なわれるため、比較
的長い時間（例えば、約０．５秒）を必要とし、他の要素が待機状態となって、タイムロ
スが生じる可能性がある。本実施の形態では、部品実装ヘッド３０は、超音波振動による
基板５１上への部品１１の仮接合までを行ない（時間的には、例えば約０．１秒）、その
後は、部品実装位置Ｃから部品受渡し位置Ｂに移動して次の部品の受渡し動作に入るもの
とし、本実施の形態で追加した第２の部品実装ヘッド８０が仮接合状態にある部品１１を
保持して再度超音波振動を加え、実装動作の完了まで（例えば、約０．４秒）を行なうも
のとしている。この２つの実装ヘッドを利用した実装動作の実施により、実装タクト時間
を更に低減させることができ、生産性の向上を果たすことができるほか、超音波振動によ
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る接合を１回の動作で完了させる場合に比べ、上述のように２回に分けて行なうことで接
合強度が増す効果があることも実験により明らかにされている。
【００６２】
第２の部品実装ヘッド８０が超音波振動を与えるために部品１１を保持するには、単にノ
ズルの吸着に頼るばかりではなく、例えば、げた状や箱状の保持具で部品１１を覆って押
えることなど、より確実に部品１１を規正保持して超音波振動を付与することが好ましい
。この際、特に前記のように部品実装ヘッド３０が部品１１の形状に合わせた保持具を用
いる場合には、第２の部品実装ヘッド８０が仮接合された部品１１を所定の状態で保持で
きるよう、仮接合状態にある部品１１を認識し、その部品１１の位置ずれや傾き状態に応
じて前記保持具に必要な位置・角度の補正を与えた上で部品１１を保持することが好まし
い。このため、部品実装ヘッド３０による部品仮接合が完了した直後の基板５１を、Ｙ軸
方向奥側の回路形成体認識カメラ６０に対向する位置まで移動させて部品１１の仮接合状
態を撮像し、制御装置７０は、その情報に基づいて第２の部品実装ヘッド８０の移動位置
と保持具傾斜角の補正量を演算し、同ヘッド８０の動作を制御する。更には、回路形成体
への部品の仮接合を終えた直後の部品実装ヘッド３０の部品を保持する部分である部品保
持部と、これから本接合を行なう第２の部品実装ヘッド８０の部品を保持する部分である
部品保持部とを、部品認識カメラ４０を用いて認識し、この認識結果を含めて制御装置７
０により制御することが、両部品保持部への異物の付着などによる障害を事前に回避し、
第２の部品実装ヘッド８０が仮接合された部品１１をより適切に保持できることとなり、
好ましい。
【００６３】
図１０は、本実施の形態にかかる部品実装の一連の動作を、部品取り出し位置Ａ、部品受
渡し位置Ｂ、部品実装位置Ｃ毎に示したものである。この内、図１０（ａ）から図１０（
ｇ）までは、第１の実施の形態（図４）と同じである。部品実装位置Ｃの図１０（ｈ）に
おいては、本実施の形態では仮接合までを行なうものとし、部品実装ヘッド３０は、その
後、次の部品を受け取るために部品受渡し位置Ｂに向けてＸ軸左方向に移動する。部品１
１を仮接合された基板５１は、部品実装ヘッド３０が部品１１の吸着状態を解除した直後
にＹ軸方向奥側に移動し、図１０（ｉ）に示すように、回路形成体認識カメラ６０に対向
して前記部品１１の仮接合状態が認識され、その認識情報は制御装置７０に入力される。
なお、この場合の基板５１と回路形成体認識カメラ６０とのＺ軸上側から見た位置関係は
、長円内の図１０（ｆ’）に示すものと同様となる。その後、基板５１はＹ軸方向手前側
の部品実装位置まで戻り、制御装置７０からの指令により基板５１と第２の部品実装ヘッ
ド８０とが所定位置で対向し、図１０（ｊ）に示すように第２の部品実装ヘッド８０が下
降して部品１１を吸着保持しつつ保持具８１が部品１１を押え、所定の圧力の下で超音波
振動を加えて本接合を行なう。図１０（ｊ）においては、げた状の保持具８１の例を示し
ているが、これは、部品１１を規正保持しつつ超音波振動を加えることができるものであ
れば、他の形式のものであってもよい。
【００６４】
部品実装ヘッド３０単独で本接合までを行なう際には、超音波振動を付与する動作に、例
えば約０．５秒を要していたものが、部品実装ヘッド３０が本実施の形態にかかる仮接合
までを行なうのであればこれを例えば約０．１秒に短縮することができ、第２の部品実装
ヘッド８０が残りの例えば約０．４秒の接合動作を行なう間に、部品実装ヘッド３０は次
の動作に対応できることから、これにより本実施の形態に示す例では、約０．４秒のタク
ト時間の低減が可能となる。なお、図１０（ｉ）における回路形成体認識カメラ６０によ
る認識の結果、部品１１が所定の位置に仮接合されていない、などの異常が検知されたと
きには、第２の部品実装ヘッド８０による本接合動作を行なわず、更に必要に応じて基板
５１そのものを廃棄することもできる。
【００６５】
次に、本発明にかかる第３の実施の形態につき、図面を参照して説明する。図１１は、前
記部品受渡し位置Ｂにおける部品実装ヘッド３０のノズル３１に吸着された部品と、部品
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認識カメラとの位置関係を示すもので、（ａ）は従来技術にかかるもの、（ｂ）は本実施
の形態にかかるものである。図１１（ａ）に示す従来技術においては、図１４及び図１５
を参照して説明したように、部品認識カメラ１４０が部品実装ヘッド１３０のノズル１３
１と基板１５１との間に入り込んで撮像するために、撮像対象である部品１１１ａと部品
認識カメラ１４０との間に距離的な制約があった。したがって、部品１１１ａのサイズに
よっては、視野を確保するために解像度を犠牲にしなければならいな場合もあった。本実
施の形態では、図１１（ｂ）に示すように、部品認識カメラ４０を単独で配置したため自
由度が増し、部品認識カメラ４０と部品１１との間に十分な距離を設けることができる。
これによって部品認識カメラ４０の解像度を従来技術によるものと同じとすれば視野を拡
大することができ（図の破線α－α）、逆に視野を同じにすれば解像度を高めることがで
きる（図の実線β‐β）。
【００６６】
本実施の形態では更に、従来技術に対して部品認識カメラ４０による撮像の解像度、視野
共に改善して例えば大型部品に対しても高精度の認識を可能にすることを意図したもので
あり、具体的には図１２（ａ）から図１２（ｆ）に示す内容を含んでいる。これまでに説
明した各実施の形態では、部品認識カメラ４０を固定式としていた。部品認識カメラ４０
を固定式とすることは、上述の通り認識品質の維持の観点からは好ましいことではあるが
、これを必要最小限の可動式とすることで、認識機能を高めることもできる。図１２は、
その例を示すものであり、まず図１２（ａ）は、部品認識カメラ４０を、例えば図１、図
２に示すＹ軸方向など、横方向の１軸に沿って矢印４５に示すように移動可能とする。こ
れにより、図示のように、部品１１の一部を撮像した後、前記移動軸に沿って所定量移動
し、再度撮像することによって解像度を維持したままで視野を拡張することができ、例え
ば大型の部品１１であってもその全体像を認識することが可能となる。必要に応じてそれ
以上の複数回の撮像も可能である。なお、部品認識カメラ４０は、部品受渡し場所Ｂの直
下に配置されているため、このような横方向の移動を可能にすることは、部品１１の落下
や埃から部品認識カメラ４０を保護する目的にも利用することができる。
【００６７】
次に、図１２（ｂ）に示す例は、部品認識カメラ４０を、図１、図２に示すＺ軸に沿った
上下方向に移動可能とするものである。これにより、部品認識カメラ４０のカメラ焦点位
置を変化させて様々な高さにある部品の認識が可能となる。例えば厚みのある部品であっ
ても、最適な焦点位置において撮像することができる。大型部品１１の認識の際には、図
の破線から実線に示す方向に矢印４６に沿って部品１１から離れることで１回の撮像によ
る認識が可能となり、先の図１２（ａ）で示す例に対して効率的である。また、部品認識
カメラ４０は、部品認識の他にも、部品受渡しヘッド２０や部品実装ヘッド３０の部品保
持部における異物の付着検出にも使用されることから、これらの認識動作において、それ
ぞれ適切な焦点位置に同カメラ４０を移動することができるようになる。
【００６８】
図１２（ｃ）に示す例は、部品認識カメラ４０の光軸を回動可能とし、まず大型部品１１
の一部を撮像した後に部品認識カメラ４０を矢印４７に示すように所定角度回転させ、残
りの一部を再度撮像することにより部品１１全体の認識を行なうものである。この光軸の
回転は、例えばパルスモータを駆動源として制御装置７０による制御が可能であり、必要
であれば３回に分けた撮像としてもよい。
【００６９】
図１２（ｄ）に示す例は、部品認識カメラ４０ａ、４０ｂを２つ配置したもので、各カメ
ラ４０ａ、４０ｂは解像度の高いものを使用し、２つ配置することで視野を広げ、大型部
品１１を高い解像度で認識することを可能にする。この例においては、部品認識カメラ４
０ａ，４０ｂを固定式とすることが可能である。予め吸着される部品１１の大小に合わせ
、小型部品の場合にはどちらか一方のカメラのみを部品１１に対向させて使用し、大型部
品のときには図示するように双方のカメラ４０ａ、４０ｂで認識するようにしてもよい。
なお、図示の例においては、部品認識カメラの数を２つとしているが、必要に応じて更に
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増やすことも可能である。
【００７０】
次に、図１２（ｅ）に示す例は、ミラー４１を利用し、１つの部品認識カメラ４０を使用
してミラー４１を矢印４８に示すように傾動させて複数回の撮像をすることにより、解像
度を維持したままで視野を拡大するものである。ミラー４１の傾動は、例えばパルスモー
タにより駆動するものとし、傾動角は制御装置７０により制御可能である。ミラー４１の
代替としてプリズムを使用することであってもよい。
【００７１】
そして、図１２（ｆ）に示す例は、ノズル３１と部品認識カメラ４０の間にレンズなどの
光学部材４２を挿入可能とし、認識すべき部品１１の大きさに応じて光学部材４２を出し
入れすることにより、最適な視野、及び解像度を得ようとするものである。光学部材４２
は、予め複数のものを用意しておき、部品の大きさや要求解像度に応じてその中のから選
択して使用することも可能である。なお、このような光学部材４２は、図１２（ｅ）に示
すミラー、プリズムなどの光学部材と組み合わせて使用することも可能である。また、図
１２（ｅ）及び図１２（ｆ）に示す例においては、いずれも部品認識カメラ４０そのもの
を固定式としても解像度を維持したままで視野の拡大が可能であるが、必要であれば移動
式とすることであってもよい。このように、本実施の形態にかかる部品実装装置では、部
品認識カメラ４０を単独で配置したことにより自由度が増し、スペース的にもゆとりがあ
ることから、認識精度向上のための各種改善策の適用が可能となる。
【００７２】
【発明の効果】
本発明にかかる部品実装装置もしくは部品実装方法の実施によれば、部品認識カメラと回
路形成体認識カメラとをそれぞれ単独で配置することができ、まず部品認識の際には、部
品実装ヘッドへの部品の受渡し直後に認識ができるため、部品実装ヘッドの移動後の一時
停止が不要となり、無駄な動きを排除できるほか一時停止後、ヘッドの振れがなくなるま
での安定時間が不要となるため実装動作のタクトアップが可能となる。
【００７３】
次に、回路形成体の認識の際には、回路形成体を回路形成体認識カメラまで移動させて認
識するため、従来技術における部品実装ヘッドと回路形成体認識カメラとの干渉から生じ
ていたタイミング上の制約を排除することができ、たとえば部品実装後の回路形成体認識
時におけるタイムロスを無くすことができる。
【００７４】
更に、部品実装ヘッドの動きに部品認識カメラ、及び回路形成体認識カメラが干渉するこ
とがなくなったため、この干渉を避けるための部品実装ヘッドのＺ軸に沿った上下動を最
小限にとどめることができ、又、最悪事態を回避するためのインターロック機構をなくし
て部品実装装置の構造を簡略化すことできる。
【００７５】
そして、部品認識カメラ、回路形成体認識カメラを好ましい条件で配置して認識時におけ
る解像度と視野とを改善することができ、更に移動軸数を削減したため、繰り返し動作に
伴う認識精度の低下が回避可能である。リニアスケールを採用することで各移動要素の位
置精度の向上を図ることができる。
【図面の簡単な説明】
【図１】　本発明の実施の形態にかかる部品実装装置の全体斜視透視図である。
【図２】　図１に示す部品実装装置の主要構成要素を示す斜視図である。
【図３】　図１に示す部品実装装置の主要構成要素の動作説明図である。
【図４】　図１に示す部品実装装置の主要構成要素の詳細動作説明図である。
【図５】　部品実装ヘッドの認識・移動動作に関する従来技術と本発明の実施の形態との
対比説明図である。
【図６】　本発明の実施の形態にかかる部品実装装置の主要移動要素の動作関係を表す図
である。
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【図７】　部品実装装置の主要移動要素の移動動作に関する従来技術と本発明の実施の形
態との対比説明図である。
【図８】　本発明の実施の形態にかかる部品実装装置のブロック図である。
【図９】　本発明の他の実施の形態にかかる部品実装装置の全体斜視透視図である。
【図１０】　図９に示す部品実装装置の主要要素の詳細動作説明図である。
【図１１】　部品認識カメラの配置に関する従来技術と本発明の実施の形態との対比説明
図である。
【図１２】　本発明の他の実施の形態にかかる部品認識カメラの説明図である。
【図１３】　従来技術による部品実装装置の全体斜視透視図である。
【図１４】　従来技術による部品実装装置の要部詳細斜視図である。
【図１５】　従来技術による部品実装装置の主要移動要素の関係説明図である。
【符号の説明】
１．部品実装装置、　２．部品実装装置、　１０．部品供給部、　１１．部品、２０．部
品受渡しヘッド、３０．部品実装ヘッド、　３１．ノズル、　４０．部品認識カメラ、　
４１．ミラー、　４２．光学部材、　５０．回路形成体保持部、　５１．基板、　６０．
回路形成体認識カメラ、　７０．制御装置、　８０．第２の部品実装ヘッド、　８１.保
持具。

【図１】 【図２】
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【図５】 【図６】
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【図９】 【図１０】
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【図１３】 【図１４】
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